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第９節 沖縄総合事務局経済産業部 

１．主な動き（総論） 

１．１．管内の経済状況 

2022 年度の沖縄地域の経済は、2022 年３月以降行動制

限がない状況が続き経済活動が活発化するなか、消費関連、

観光関連の回復が顕著となり、年央から持ち直しの動きが

強まった。個人消費は、行動制限がなく外出機会が増加し

持ち直しの動きがみられ、百貨店・スーパーの売上高は、

食料品や衣料品などすべての品目で前年を上回った。 

観光関連は、新型コロナウイルス感染症の影響を受けた

ものの、入域観光客数は、約 667 万人（対前年度比 106.9％

増）と過去最高の増加となった。主な要因として、新型コ

ロナウイルス感染症にかかる行動制限のない状況が継続

していること、10 月から全国旅行支援が実施され需要喚

起がなされたこと、国内航空路線の運休・減便数の解消が

進んでいること、日本政府による外国客に対する水際対策

の緩和が進んだこと、国内・国外クルーズ船が再開された

ことなどが挙げられる。 

雇用情勢では、有効求人倍率（年度平均）は 0.94 倍（対

前年度比 0.18 ポイント上昇）と、３年連続で１倍を下回

ったものの、経済活動が再開するなかで前年を上回ったほ

か、完全失業率は低下し改善がみられた。 

 

１．２．主な取組 

（ア）沖縄振興計画の推進 

 内閣府及び経済産業省が連携して、沖縄地域の経済産業

振興を推進するため、以下の沖縄振興推進調査を実施した。 

・令和２年度沖縄振興推進調査（今後重点的に強化する 

産業分野の検討に資する調査） 

本調査では、「沖縄成長産業戦略～アジアゲートウェイ

として発展～」（2014 年３月策定、2017 年３月改定）で掲

げた成長産業に次ぐ産業分野として、５分野・10 業種を

抽出し、今後５年～10 年を見据えた沖縄の産業振興の方

向性を提示した（詳細は、３．１．（ア）に記載）。 

なお、沖縄県においては、2022 年５月に「新・沖縄 21

世紀ビジョン基本計画（沖縄振興計画）」を取りまとめて

いる。 

（イ）地方創生の推進 

 人口減少や少子高齢化など地域が抱える構造的課題を

解決するため「まち・ひと・しごと創生法」が成立し、同

法に基づく地域の取組をきめ細かくサポートする目的で

2015 年２月コンシェルジュ制度が構築され、当部にも５

名のコンシェルジュが配置されている。 

２．政策課 

２．１．一般管理・企画調整 

（ア）所管行政に関する企画・総合調整等 

 所管行政に関する企画の立案、施策の総合調整、各種規

程等の整備、業務の改善等を行った。代表的な取組は以下

のとおり。 

(A）産業行政懇談会 

 経済産業行政の円滑な運用を図ることを目的に沖縄県

商工労働部幹部と定期的に意見交換を行っている。2022

年度は、６月と 11 月に開催した。 

(B）地域経済懇談会 

経済産業行政の地域への普及及び地域からの意見、要望

等を聴取することを目的に、当地の自治体、商工会及び地

域金融機関（支店）と懇談会を開催している。 

（イ）広報 

 経済産業行政の推進に資するため、「沖縄総合事務局定

例記者会見」等により報道機関へのタイムリーな資料提供

などに努め、局報「群星」等の広報誌、ホームページ、メ

ールマガジン「沖縄総合事務局・経済産業ニュース」、地

域金融機関誌への寄稿（連載）を活用し、広報活動を行っ

た。 

（ウ）情報システム関連 

（A）部内業務の情報処理の推進 

行政事務の高度化・効率化ニーズに応えるため、業務の

処理に必要なシステムの運用、保守及び管理を行った。 

（B）端末機の利用に関する普及、指導 

 沖縄総合事務局経済産業部内情報化の推進のため、端末

機の利用について、随時指導助言を行い、沖縄総合事務局

経済産業部全体の情報処理能力の向上に努めた。 

 

２．２．電力・ガス取引監視室 

（ア）ガスの供給条件の適正化等 

（A）供給サービス及び財務諸表等に関する監査 

 供給業務が公平かつ合理的に実施され、会計処理が適正

に実施されているか監査を行った。 

・2022 年度実績 



564 

監査対象 一般ガス導管事業者（１社）、特定ガス導管事

業者（１社） 

監査実施回数 １回（２日間） 

（イ）意見聴取に対する回答 

 ガス事業の許認可等に係る電力・ガス取引監視等委員会

への意見聴取に対し回答を行った。（13 件） 

 

３．企画振興課 

３．１．地域振興 

（ア）重点戦略産業分野の強化推進 

 日本再興戦略（2013年６月閣議決定）に基づき、沖縄の

地の利、知の基盤、地域資源を活用した今後の重点戦略分

野の成長戦略やそれらを支える人材育成等に係るアクシ

ョンプランとして「沖縄成長産業戦略～アジアゲートウ

ェイとして発展～」（改訂版）を2017年３月に取りまと

めた。同戦略では、①国際物流ハブ関連産業②健康・バイ

オ・スポーツ・ＩＣＴ産業③地域資源活用産業を重点戦略

産業分野とし、これら産業分野の強化に向けた取組を推

進した。 

一方、依然、県内の平均所得や労働生産性が全国最下

位となっていることを踏まえ、定量的データ等の分析に

より現状や課題を把握するとともに、リーディング産業

たる観光関連産業との相乗効果やＤＸの普及拡大に伴

う成長可能性、さらには沖縄の潜在力や国内外の関連市

場動向などを踏まえ、「今後重点的に強化する産業分野

の検討に資する調査報告書」を2021年３月に取りまとめ、

今後５年～10年を見据え、成長可能性のある以下の５分

野・10業種を選定し方向性を提示した。これらを踏まえ、

各分野において具体的な取組を推進している。 

 

①製造業 

（１）食料品製造業 

（２）半導体関連等の部品・部材の製造業 

②情報通信産業 

（１）ＡＩプログラミング等ソフトウェア業 

（２）情報セキュリティ業 

③医療・バイオ関連産業 

 （１）医療・健康データを利活用した医療機器製造や創

薬関連等の開発 

 ④スポーツ・ヘルスケア関連産業 

 （１）スポーツコンベンション 

 （２）ヘルスツーリズム 

(３) ｢スポーツ×（新たな技術・地域・多様な産業等）」

の観点で行う取組 

（４）スポーツ・ヘルスケアサイエンス拠点の整備 

 ⑤航空機整備事業 

 （１）航空機整備事業関連クラスター形成 

 

（イ）医療関連産業の推進 

内閣府や沖縄県と連携し、2025 年４月に開設予定の琉

球大学医学部・附属病院に設置される先端医学研究センタ

ー等を核とした「沖縄健康医療拠点」の形成に向けた検討

を推進している。当部としては柱の一つである『高度医療・

研究機能の拡充』に掲げられているバイオ・インフォメー

ションバンクの構築について支援している。また、健康・

医療に対する意識及び需要が高まっている東アジア及び

東南アジアとの近接性や高付加価値性を踏まえ、成長可能

性の高い産業分野として医療機器産業や創薬系バイオ産

業の推進を図っている。 

（ウ）スポーツ・ヘルスケア産業の推進 

沖縄のポテンシャルである「地の利」「知の基盤」「地域

資源」を生かしたスポーツ関連産業の創出を目指して、「沖

縄スポーツ・ヘルスケア産業クラスター推進協議会」と連

携し、地域の学校部活動の推進を担う「プレイング・コー

ディネーター」を育成する研修事業の支援を実施した。 

また、ヘルスケア産業振興に係る取組の一つとして、

2021 年３月に県内企業とともに「おきなわ健康経営プラ

ス１プロジェクト」を設立し、沖縄県民の健康保持・増進

及び健康経営に取り組む企業の課題解決に取り組んでい

る。（参画企業 14 社：2023 年３月現在） 

（エ）地域経済牽引事業の促進 

「地域経済牽引事業の促進による地域の成長発展の基

盤強化に関する法律（地域未来投資促進法）」に基づき、

沖縄県、那覇市、南城市、石垣市、久米島町、恩納村の６

つの基本計画が国からの同意を得ている。また、新たに基

本計画の策定を目指す自治体の支援も行っている。この基

本計画に基づき、沖縄県知事により 11 の地域経済牽引事

業計画が承認されており、先進性等確認申請に係る相談対

応及び支援を行った。 

また、「地域未来牽引企業」に対し、新型コロナウイル
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スや原材料価格の高騰などによる影響を調査し実態把握

に努めるとともに、関連支援施策が確実に企業に届くよう

支援施策の情報提供を行った。 

（オ）沖縄産業立地・地域活性化推進協議会 

 沖縄地域における産業立地の円滑化、その推進及び地域

活性化を図ることを目的として、沖縄県、県内 18 市町村

（主に工場適地、工業団地等を域内に持つ市町村）、株式

会社琉球銀行、株式会社沖縄銀行、株式会社沖縄海邦銀行、

独立行政法人日本貿易振興機構（ＪＥＴＲＯ）沖縄貿易情

報センター、沖縄県商工会議所連合会、独立行政法人中小

企業基盤整備機構沖縄事務所、沖縄電力株式会社、沖縄振

興開発金融公庫及び沖縄総合事務局経済産業部の 28 機関

からなる「沖縄産業立地・地域活性化推進協議会」を運営

し、協議会内において担当者会議を開催し、検討を進めた。

また、ＲＥＳＡＳの利活用を図り、地域の特性や実情に応

じた政策アイデアの創出を促進することを目的に沖縄Ｒ

ＥＳＡＳチャレンジ杯を開催した。 

（カ）ＲＥＳＡＳ普及活動 

管内の自治体や団体等に対して出前講座・研修や、ＲＥ

ＳＡＳ分析・政策検討の伴走型支援を実施しており、2022

年度は４団体（計 12 回）に対し出前講座、１自治体に対

して利活用セミナーを実施した。また、「地方創生☆政策

アイデアコンテスト」において、内閣府沖縄総合事務局長

賞等を授与した。 

（キ）沖縄官民合同伴走型支援事業 

 沖縄県が一人当たりの県民所得や労働生産性が全国最

下位という状況下にある中、沖縄の企業が競争力を向上す

ることで雇用を維持・創出しつつ、所得を高めることにつ

なげ、持続可能な経済発展につなげる好循環を構築するこ

とが重要性に鑑み、沖縄の地域経済を牽引する中堅中小企

業等の「稼ぐ力」を向上させるため、経営構造の転換等に

対して、本質的な課題抽出、事業計画策定及びその後の各

種取組実施等の各段階で官民が連携し能動的に寄り添う

伴走型支援を実施（支援企業：９社（2023 年３月末現在）。

内閣府沖縄振興予算を活用）。 

 

３．２．地域開発 

（ア）工場用地に関する立地指導、情報収集・情報提供等 

（A）工場立地法に基づく助言等 

沖縄県等へ工場立地法の運用等の助言等を行った。 

（B）工場立地動向調査 

 工場立地法に基づき、工場立地動向調査を実施した。

2022 年の工場立地動向調査については、立地件数が５件

となった。 

（イ）工業用水道事業法 

 工業用水道の実態を把握するとともに、工業用水道事業

者に対し、必要に応じて経営の合理化指導等を行っている。 

2023 年３月末現在、管内における工業用水道事業は、

２事業となっている。 

 

３．３．統計調査 

（ア）沖縄管内百貨店・スーパー販売動向の作成・公表 
 商業を営む事業所の事業活動の動向を明らかにするた

め、管内百貨店スーパーの販売状況等について、毎月、そ

の結果を公表した。 

 

４．地域経済課 

４．１．産業振興 

（ア）「絶滅のおそれのある野生動植物の種の保存に関す

る法律（種の保存法）」に基づく業務 

象牙製品を取り扱う事業者からの相談対応を行うとと

もに、登録事業者の台帳を確認し、管理状況の把握及び指

導を行った。 

（イ）航空機製造事業法に基づく業務 

航空機製造事業法に基づく各種届出書の受理を行った。 

（ウ）武器等製造法に基づく業務 

 武器等製造法に基づく許可等の業務を行った。 

（エ）伝統的工芸品産業の振興 

 伝統的工芸品産業は、地域に根ざした地場産業として特

色ある地域経済の発展に寄与するとともに、地域文化を担

う役割を果たしている。1974 年に「伝統的工芸品産業の

振興に関する法律」が制定され、品目を指定し、後継者の

育成、技術・技法の承継・保存、需要の開拓等の振興策を

実施している。 

（A）伝統的工芸品産業の振興に関する法律に基づく指定 

管内の指定品目数：16 品目（2023 年３月現在） 

（B）伝統的工芸品産業支援補助金の交付 

産地組合等が行う後継者育成のための研修会等の事業

に対し、必要な経費の一部を補助した。 

（C）「伝統的工芸品月間（11 月）」行事の開催 



566 

 伝統的工芸品産業の振興に関し顕著な功績があった個

人等を表彰する「伝統的工芸品産業功労者等沖縄総合事務

局長表彰式」を開催した。 

（オ）産学官連携推進 

・沖縄産学官イノベーション創出協議会 

 イノベーション創出による国内外への拠点化を目指し

た重点戦略に対応するためには、これまで活動してきた沖

縄産学官連携推進協議会の機能強化を図り、産業界のニー

ズを的確に汲み取り、戦略性と機動力、更に実績の訴求性

を有した協働体制の構築並びに活動が必要となることか

ら、2017 年５月に「沖縄産学官イノベーション創出協議

会」を立ち上げた。 

 2022 年度は、第 46 回沖縄の産業まつりへの出展（産学

官イノベーション創出展）等を実施した。 

（カ）県内半導体関連 

・県内半導体関連産業の成長を促進させるための方針

検討を目的に、沖縄県における半導体関連産業の成

長可能性調査を実施。 

・沖縄工業高等専門学校と連携し、県内半導体関連企業

の事業説明会を教職員や学生に対して実施。 

 

４．２．創業・ベンチャー企業の振興等 

（ア）中小企業等経営強化法（エンジェル税制） 

 ベンチャー企業による個人投資家からの資金調達を支

援することを目的としたエンジェル税制に係る相談及び

沖縄県の確認書交付に関する報告書を受理した。 

(イ）地域における創業支援体制の整備（産業競争力強化

法） 

 産業競争力強化法に基づき、市区町村が創業支援事業者

と連携して策定する「創業支援等事業計画」について認定

業務を行った。 

 

４．３．産業の情報化推進及び情報産業の振興 

（ア）情報セキュリティ対策 

 管内企業のセキュリティ対策を促すため、沖縄サイバー

セキュリティネットワークの取組として、自治体や事業者

に対してセキュリティセミナーを開催した。また、地域Ｓ

ＥＣＵＮＩＴＹ形成促進のために経済産業省及びセキュ

リティ関係団体と意見交換を行った。 

（イ）ＩＴ化支援人材の育成 

 管内中小企業の課題である労働生産性向上について、Ｉ

Ｔ導入により支援できる人材を育成するため、ユーザー企

業やＩＴベンダー、金融機関職員等を対象とした研修を実

施した。 

（A）令和３年度補正「地域デジタル人材育成・確保推進

事業（現場研修プログラム候補の案件組成事業）」 

 デジタル技術を活用した課題解決型現場研修プログラ

ムにおいて、デジタル人材と協働する沖縄地域の中小企業

等を発掘し、加えて、各企業の業種や課題等個別事情に沿

った内容の研修プログラムの組成に必要な情報を整理し

た協働候補企業のリストを作成及びヒアリング等を行っ

た。 

（ウ）中堅・中小企業のＤＸ推進 

中堅・中小企業等のＤＸ推進を後押しするべく、経済産

業省が策定した「中堅・中小企業等向け『デジタルガバナ

ンス・コード』実践の手引き 1.0」に関する沖縄地域別説

明会を開催した。 

（A) 地域ＤＸ促進活動支援事業 

地域企業の経営・デジタルに関する専門的知見・ノウハ

ウを補完し、地域ぐるみで地域企業のＤＸ実現を支援する

ため、産学官金の関係者が⼀体となった支援コミュニティ

が行う地域企業の課題分析・戦略策定の伴走型支援及び地

域企業とＩＴベンダー等とのマッチング支援を行った。 

採択件数（2022 年度） １件 

 

４．４．技術振興 

（ア) 支援策活用による地域における産学官連携等の技

術開発推進 

（A）成長型中小企業等研究開発支援事業 

中小企業のものづくり基盤技術及びサービスの高度化

を通じて、イノベーションによる我が国製造業及びサービ

ス業の国際競争力の強化を図ることを目的に、特定ものづ

くり基盤技術及びＩｏＴ、ＡＩ等の先端技術を活用した高

度なサービスに関する研究開発や試作品開発等の取組を

支援した。 

採択件数（2022 年度） ３件 

（B）ものづくり中小企業事業化支援事業 

 県内事業者向けへのＧｏ－Ｔｅｃｈ事業の周知や研究

開発シーズの発掘を行い、県内製造業などの更なるものづ

くり振興及び高付加価値化を図るとともに、ものづくり企
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業の研究開発シーズのブラッシュアップから事業化まで

の一貫したサポート体制を構築し、県内製造業の労働生産

性向上等に寄与することを目的として事業を実施した。 

（イ）スマートモビリティサービスの推進 

（A）無人自動運転等のＣＡＳＥ対応に向けた実証・支援

事業（地域新ＭａａＳ創出推進事業） 

新たなモビリティサービスの社会実装に向けて各地域

が共通して抱える、事業面、需要・効果面、体制・環境面

の課題に挑戦し、全国横展開のモデルとなる先進事例を創

出することを目指し、その結果新たに得られた知見を体系

化し、全国各地への取組の浸透を図った。 

採択件数（2022 年度） ２件 

（B）ＭａａＳ事業に関するＦＳ調査及びスマートチャレ

ンジ地域シンポジウム 

先進的にＭａａＳ事業に取り組む個別地域に対し、ＦＳ

調査等を実施し、事業内容の改善や知見向上等を促進する

ことで、社会実装の具体化を図った。また、スマートモビ

リティに対する社会的受容性の向上や地域においてＭａ

ａＳプロジェクトを担う人材の育成等を通じて新たな案

件の創出を目指し、ＭａａＳに向けた課題等の意見を収集

し、周知啓発を推進するシンポジウムを開催した。 

（ウ）産業標準化の啓発・普及 

 管内における新ＪＩＳ表示認証工場件数は、2023 年３

月現在、116 件（89 社）。そのうち、レディーミクストコ

ンクリートの認証件数が、全体の４割を超えている。 

４．５．産業人材 

沖縄管内における各種地域中小企業の人材確保等支援

事業において、人材確保に関するセミナー開催や、人手不

足企業と就職氷河期世代を含めた求職者をつなぐマッチ

ング支援等について、関係団体と連携し、取組を進めた。 

あわせて、昨今の働き方の多様化に伴い、地域の実状把

握を目的に、県内中小企業を対象とした人材確保に関する

調査を行った。 

 

４．６．知的財産 

（ア）知的財産権に関する総合的な支援 

 沖縄地域において知的財産権全般に関する行政サービ

スを担うほか、県内各支援機関との連携を図りながら、知

的財産権に関する普及啓発や制度等の活用促進などを実

施している。沖縄県内の大学における知的財産・研究シー

ズの活用促進に係る調査、中小企業の知的財産戦略策定の

ハンズオン支援、沖縄県内の地域団体商標の海外展開支援、

地域ブランド創出人材育成のためのセミナー開催等を行

った。また、都道府県ごとに設置されている「知財総合支

援窓口」と連携し、中小企業の知的財産に関する悩みや課

題等の解決を図った。 

（イ）沖縄地域知的財産戦略本部 

沖縄地域知的財産戦略本部は、沖縄地域における知的財

産に関する普及啓発や戦略的に知的財産を活用するため

の環境を整備するために、県内の主要な産官学主体の参加

のもと設置。沖縄総合事務局経済産業部長を本部長として、

沖縄県商工労働部長を副本部長としている。 

2021 年度には、社会情勢の変化や県内での知的財産活

動の展望を踏まえて「沖縄地域知的財産推進計画」の改定

を実施。知的財産の活用を通じたイノベーション型社会の

構築を目標に、あらためて沖縄地域知的財産戦略本部を中

心とした取組を推進していくことを確認した。 

（ウ）知的財産施策に関する目標の策定 

 特許庁において 2016 年９月に策定された「地域知財活

性化行動計画」に基づく「地域知財活性化行動計画」が

2020 年７月に「第２次地域知財活性化行動計画」に改定

され、沖縄地域の中小企業等に対する知的財産分野の支援

施策についても沖縄地域の特色を踏まえ、2022 年度まで

の３年間にかかる以下の目標を設定している。 

①県内の教育・研究機関の研究内容の知財化やその活用

促進 

②中小企業等の経営基盤の強化、技術力・生産性の向上

に向けた知的財産の効果的な創造・保護・活用 

③地域全体でのブランド作りや関連機関・団体と連携し

たブランド作り 

これに基づき、あらためて県内支援機関が連携して、沖

縄地域における取組を推進していく予定。 

 
５．商務通商課 

５．１．流通・サービス産業 

（ア）「大規模小売店舗立地法」の施行状況 

（A）「大規模小売店舗立地法」の相談状況 

 「大規模小売店舗立地法」の施行の円滑化を図るため、

法律および指針の解釈等に関する相談業務等を実施した。
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なお、同法に基づく沖縄管内の新設届出は、2022 年度は

２件だった。 

（B）県・政令市等連絡会議（九州・沖縄ブロック）の開

催「大規模小売店舗立地法」の運用状況を把握し、同法の

円滑な運用を図ることを目的として九州経済産業局と共

催で開催した。 

（イ）商業振興に関する業務 

（A）中心市街地活性化法における市町村等への助言・サ

ポートを行った。 

（B）地域商業機能複合化推進事業 

商店街等において、来街者の消費動向等の調査分析や新

たな需要の創出につながる魅力的な機能の導入等を行い、

最適なテナントミックスの実現に向けた仕組みづくり等

に取り組む商店街等組織に対して支援を行った。 

（ウ）沖縄国際ハブクラスターの推進 

（A）東アジアの中心に位置する沖縄の地理的優位性を活

かし、アジア主要空港と国内主要空港を結ぶ「沖縄国際航

空貨物ハブ」が 2009 年より運用開始されている。 

国際物流拠点の形成を目指し、2014 年に設立したアジ

アビジネスを創出する産学官金ネットワーク「沖縄国際ハ

ブクラスター」では、取組の一環として、国内最大規模の

マッチング型商談会「沖縄大交易会（主催：沖縄大交易会

実行委員会）」において、実行委員会参画機関として広報

協力及び貿易手続きに関するセミナー開催等を実施した。 

（B）沖縄国際物流拠点活用推進事業費補助金の交付 

沖縄から搬出される生産物の増加を図るため、先進的若

しくは沖縄の特色を生かした生産物を生産する事業又は

現に沖縄に搬入されている生産物の沖縄県内における自

給率の向上を図るため、沖縄県内において当該生産物を生

産する事業に要する経費の一部を補助した。 

令和４年度採択件数 ８件 

また、物流効率化・迅速化を目的としたデジタル化推進

のため、ＡＩやＩｏＴ等のＩＴ技術を活用したデジタル化

の取組を行う事業者に対して、当該事業者による導入計画

の策定支援を行う経費及び設備導入に要する経費の一部

を補助した。 

令和４年度採択件数 13 件 

（エ）サービス産業支援 

（A）サービス産業の生産性向上の推進 

 中小企業等の生産性向上を図ることと併せ、新型コロナ

ウイルスへの対応支援として、ＩＴツールの導入を支援す

る「サービス等生産性向上ＩＴ導入支援事業」の事業者へ

の普及を図った。 

（オ）コンテンツ・エンターテインメント産業の振興 

観光やビジネスで来訪する入域客に提供するエンター

テインメントビジネスの創出及び地域特性を活かしたコ

ンテンツの創出に向けた取組を支援した。 

（カ）デザイン経営の普及促進 

 ユーザーの潜在的課題や需要を掘り起こし、新しい視点

によるブランディングやイノベーションの創出が期待さ

れる「デザイン」を経営資源として活用し、県内事業者の

魅力、価値及び競争力の向上に向けた取組を行った。 

５．２．通商（貿易管理）及び地域国際化 

（ア）貿易管理 

2022 年度の貿易管理関係の主要事務とその取扱件数及

び相談件数は次のとおりである。 

・輸入の承認に関する事務 ０件 

・輸入の事前確認に関する事務 22 件 

・ワシントン条約違反任意放棄品処理事務 １件 

・関税割当申請書等に関する事務 ２件 

・貨物の輸出の許可に関する事務 ２件 

・貨物の輸出の承認に関する事務 １件 

・役務取引の許可に関する事務 ０件 

（イ）地域国際化の推進 

（A）沖縄海外展開支援機関ネットワーク（新輸出大国コ

ンソーシアム） 

 管内の中小企業の海外展開支援を目的に、県内支援機関、

金融機関及び行政機関の 20 機関が参画する「沖縄海外展

開支援機関ネットワーク」において、各機関の支援メニュ

ー等に関する情報共有を行った。 

（B）国際経済産業交流事業の推進 

地域経済の活性化・地域の国際化への取組を推進してい

る。 

（C）新規輸出１万者支援プログラム 

輸出に対するあらゆる質問に対応、国内取引での輸出か

ら海外バイヤーとの商談までのビジネスチャンスをサポ

ートする本プログラムの周知等を行った。 

 
６．消費経済室 
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６．１．消費者行政 

（ア）特定商取引法 

｢訪問販売｣「通信販売」「電話勧誘販売」「連鎖販売取引」

「特定継続的役務提供」「業務提供誘引販売取引」及び「訪

問購入」について、法令に違反している疑いのある事業者

の調査等を行った。また、九州・沖縄管内の消費者行政関

係機関との連絡会等を通じ連携の強化と情報の共有化を

図った。 

（イ）割賦販売法 

 前払式特定取引業者（許可）、個別・包括信用購入あっ

せん業者（登録）及びクレジットカード番号等取扱契約締

結事業者（登録）から各種の報告書、届出等を受理すると

ともに、消費者利益の保護等のため立入検査を２件実施す

る等、法の適正な執行の観点から指導・監督を行った。 

（ウ）製品安全４法及び家庭用品品質表示法 

「消費生活用製品安全法」「電気用品安全法」「ガス事業

法」及び「液化石油ガスの保安の確保及び取引の適正化に

関する法律」のいわゆる製品安全４法に基づいて、製造及

び輸入事業者の届出等の受理等を行った。また、一般消費

者を対象として、製品安全総点検月間に製品安全に関する

ポスター掲示等による啓発を行った。 

（エ）ゴルフ場等に係る会員契約の適正化 

 「ゴルフ場等に係る会員契約の適正化に関する法律」の

規定に関する業務を実施した。 

（オ）消費者相談 

消費者相談業務を円滑に運営するため、消費者相談員を

配置し、消費生活に関する苦情・相談等を受付け、地方公

共団体や関係機関等との連携を図り、その解決に向け適切

な対応を行った。また、消費者への普及啓発事業を実施。

（令和４年：「かしこい消費者になるための社会人基礎力

向上セミナー」開催） 

＜相談件数＞ 

・2022 年度：83 件 

 
７．中小企業課 

７．１．中小企業対策 

（ア）中小企業の金融対策 

（A）中小企業の資金繰り支援 

東日本大震災、新型コロナウイルス感染症、金融不安や

景気後退の影響を受けやすい中小・小規模企業における十

分な資金繰り対策を実施するため、東日本大震災復興特別

貸付、東日本大震災復興緊急保証、セーフティネット貸付・

保証、マル経融資等、中小企業金融対策を実施した。 

（B）「信用保証協会法」の施行 

沖縄県信用保証協会の事務運営に関する認可申請書、報

告書等の受理及び中小企業庁への進達などの事務処理を

通じ、信用保証協会の運営状況を把握した。 

（C）信用保証協会中小企業・小規模事業者経営支援強化

促進補助金 

 経営の安定に支障を生じている中小企業・小規模事業者

などの経営改善を促進するため、沖縄県信用保証協会に補

助金を交付した。 

（イ）中小企業の再生支援 

 地域の中小企業の再生を支援するため、産業競争力強化

法に基づく認定支援機関である那覇商工会議所に委託費

を交付し、同会議所内に設置した沖縄県中小企業活性化協

議会による中小企業の再生支援を推進した。 

（ウ）中小企業の事業引継ぎ支援 

 地域の中小企業の事業引継ぎを支援するため、産業競争

力強化法に基づく認定支援機関である那覇商工会議所に

委託費を交付し、同会議所内に設置した沖縄県中小企業再

生支援協議会（沖縄県事業承継・引継ぎ支援センター）に

よる中小企業の事業引継ぎ支援を推進した。 

（エ）農商工等連携 

「中小企業者と農林漁業者との連携による事業活動の

促進に関する法律（農商工等連携促進法）」では、中小企

業者と農林漁業者が有機的に連携し、それぞれの経営資源

を有効に活用して行う事業活動を促進するため、同法に基

づき、事業計画を認定している。（2022 年度は認定なし） 

（オ）ＪＡＰＡＮブランド育成支援事業 

全国展開や海外展開、インバウンド需要の獲得のために、

新商品・サービス開発や販路開拓・ブランディング等の取

組を中小企業者等が行う場合や、複数の中小企業者を対象

とした全国展開や海外展開、インバウンド需要の獲得のた

めの支援を、中小企業者や地域の支援機関等が行う場合に、

その経費の一部を補助することにより、地域中小企業の全

国・海外への販路開拓、ブランド確立を図るとともに、地

域経済の活性化及び地域中小企業の振興に寄与すること

を目的としている（2022 年度は交付なし） 

（カ）中小企業・小規模事業者ワンストップ総合支援事業 
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 中小企業・小規模事業者が抱える売上拡大や経営課題等

の様々な経営の課題や支援ニーズに対して、総合的・先進

的アドバイス、チーム編成等の手法を取りワンストップで

対応する「沖縄県よろず支援拠点」が 2014 年に設置され、

2022 年度の相談対応実績は 10,608 件であった。 

（キ）中小企業の経営力強化 

 2016 年７月に施行された中小企業等経営強化法に基づ

き、中小企業の経営力の強化を図るため、中小企業に対し

て専門性の高い支援事業を行う支援機関として、既存の中

小企業支援者、金融機関、税理士・税理士法人等を経営革

新等支援機関として認定している。2021 年度までに県内

で 269 機関を認定している。 

（ク）官公需の受注機会確保 

 国等の機関、地方公共団体、中小企業支援団体、官公需

適格組合等を構成員とする官公需確保地方推進協議会を

開催し、沖縄県内の中小企業者の受注機会の増大を図った。 

（ケ）下請取引の適正化確保 

 下請取引の適正化を図るため、「下請代金支払遅延等防

止法」に基づき親事業者に対して立入検査を７件実施し、

所要の措置を講じた。 

（コ）消費税の円滑かつ適正な転嫁の確保 

「消費税の円滑かつ適正な転嫁の確保のための消費税

の転嫁を阻害する行為の是正等に関する特別措置法（同法

は令和３年３月末で失効したが、経過措置に基づく業務を

継続）」に基づき特定事業者（買手側）に対して立入検査

を５件実施し、所要の措置を講じた。 

また、書面調査結果に基づく電話ヒアリングや新設法人

への法令等周知を行い、転嫁拒否の未然防止に努めた。 

（サ）金融機関との連携事業 

経営支援・再生支援を通して地域活性化を目的とした、

地域金融機関、政府系金融機関、経営支援機関、中小企業

再生支援協議会、保証協会等を連携体とする中小企業支援

ネットワーク（おきなわ中小企業経営支援連携会議（2012

年 11 月８日設置））において、代表者会議、運営会議、研

修事業を開催した。 

（シ）経営力向上支援 

 中小企業の経営力向上を支援するため、2016 年７月に

施行された中小企業等経営強化法に基づき、経営力向上計

画の認定を行う。経営力向上計画の認定を受けた中小企

業・小規模事業者は、計画実行のための支援措置(税制措

置、金融支援)を受けることができる。2022 年度は 49 件

を認定した。 

（ス）事業継続力強化支援 

 中小企業の自然災害に対する事前対策(防災・減災対策)

を促進するため、2019 年７月に施行された中小企業等経

営強化法に基づき、事業継続力強化計画の認定を行う。事

業継続力強化計画の認定を受けた中小企業・小規模事業者

は、税制優遇や金融支援、補助金の加点などの支援策を受

けることができる。2022 年度は 157 件を認定した。 

 

７．２．中小企業施策の普及・中小企業相談 

（ア）中小企業相談 
中小企業の経営に関する相談並びに中小企業に関する

行政への苦情、その他各種の相談に対し、適正かつ円滑に

対応することにより中小企業の取組を支援した。 

 

８．環境資源課 

８．１．鉱業 

（ア）鉱業権の設定及び消滅 

2022 年度の鉱業権の設定等登録件数は、鉱業権の設定

が０件、鉱業権の移転が 30 件、鉱業権の消滅が４件とな

った。 

（イ）鉱業原簿の謄抄本交付及び閲覧 

2022 年度の鉱業原簿の謄抄本交付及び閲覧件数は、原

簿の謄本交付が 95 件、鉱区図の謄本交付が 69 件、原簿等

の閲覧が３件となった。 

（ウ）鉱業の実施に関する施業案等の審査 

2023 年３月末現在、管内で稼行している鉱山 81 か所の

うち石灰石鉱山は 78 か所、けい石鉱山は１か所、石油・

天然ガス鉱山は２か所あり、2022 年度の施業案等の認可

件数は、施業案が 11 件、事業休止が８件、事業の着手延

期が 55 件となった。 
 

８．２．環境・リサイクル 

（ア）容器包装リサイクル及び識別表示の推進 

「容器包装に係る分別収集及び再商品化の促進等に関

する法律（容器包装リサイクル法）」及び「資源の有効な

利用の促進に関する法律（資源有効利用促進法）」に基づ

く識別表示について、問合せや相談業務を実施した。 

（イ）家電リサイクルの推進 
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「特定家庭用機器再商品化法（家電リサイクル法）」に

基づき、家庭用電化製品（テレビ、洗濯機・乾燥機、冷蔵

庫・冷凍庫、エアコン）の再資源化を促進するため、家電

小売店、指定引取場所、リサイクルプラントに対する立入

検査等を８件実施した。 

（ウ）自動車リサイクルの推進 

「使用済自動車の再資源化等に関する法律（自動車リサ

イクル法）」の確実な施行を図るため、エアバッグ類の指

定引取場所、エアバッグ類の車上作動処理を行う解体業者、

シュレッダーダストの指定引取場所等の立入検査を２件

実施した。 

（エ）小型家電リサイクル法の推進 

「使用済小型電子機器等の再資源化の促進に関する法

律（小型家電リサイクル法）」に基づき、認定事業者（再

資源化事業者）に対する立入検査を計画していたが、当該

事業者の事業廃止により未実施となった。 

（オ）プラスチック製品の使用抑制とリサイクルの推進 

製品の設計からプラスチック廃棄物の処理までに関わ

るあらゆる主体におけるプラスチック資源循環等の取組

（３Ｒ+Renewable）を促進するための措置を講じるため

「プラスチックに係る資源循環の促進等に関する法律（プ

ラスチック資源循環法）」が令和４年４月に施行された。 

 

８．３．アルコール 

（ア）概要 

アルコールは、広く工業用に使用され、国民生活及び産

業活動に不可欠な基礎物資である。このため、アルコール

が不正に使用されることを防止しつつ工業用に確実に供

給されることを確保するため、アルコール事業法では事業

者等に対する許可制を採用し、アルコールの製造、輸入、

販売、使用について、許可を受けることにより一定の条件

の下に自由に行うことができることとしている。また、事

業者等からの定期的な報告に基づき書類検査を行うとと

もに、立入検査を実施し、適正な流通管理に努めている。 

（イ）管内の使用概況と業務概況 

主な用途は、試験研究用、機械器具洗浄、その他に分類

されない食料品等であった。 

（A）許可業務 

アルコール流通管理体制の事前チェックとして許可（変

更許可・届出）業務を行った。 

管内の許可事業者数（2023 年３月末現在）については、

許可使用者数 46、販売事業者数９、製造事業者数１、輸入

事業者数１となっている。 

（B）定期報告に基づく書類検査業務 

毎年１回、５月末日までに前年度におけるアルコールの

譲受数量、使用数量、製品等の出来高等を記載した報告書

を提出させ、回収した報告書に基づき、適正に使用されて

いるか書類検査を行った。 

（C）立入検査業務 

書類検査では確認できない報告書自体について、法定帳

簿、製造記録等による検証、使用施設等の実地確認、在庫

数量の確認等を行うため立入検査を実施した。 

・立入検査件数 

2022 年度：12 件 

 

９．エネルギー・燃料課 

９．１．総合エネルギー対策 

（ア）総合エネルギー広報 

地域におけるエネルギー・温暖化対策に関する情報交

換・共有や、エネルギー需給構造に関する実態把握等を図

り、地方公共団体等を中心とした沖縄地域のエネルギー政

策に関する業務を行った。 

（イ）沖縄型クリーンエネルギー導入促進事業 

 沖縄におけるカーボンニュートラルの実現に向けた取

組を確実に進めていくため、クリーンエネルギーの導入を

検討している事業者へ導入実現可能性調査の委託事業を

実施した。 

・採択件数 ７件 

 

９．２．新エネルギーの導入促進 

（ア）再生可能エネルギーのＦＩＴ・ＦＩＰ制度 

エネルギー安定供給の確保、環境負荷の低減等の観点か

ら再生可能エネルギーの導入拡大を図るため、再生可能エ

ネルギー源（太陽光、風力、水力、地熱、バイオマス）を

用いて発電された電気を、国が定める価格で一定期間電気

事業者が買い取ることを義務付ける（ＦＩＴ制度）「電気

事業者による再生可能エネルギー電気の調達に関する特

別措置法（ＦＩＴ法）」が 2012 年７月１日から施行された。

同法は 2022 年４月１日に市場価値連動型の導入支援制度

（ＦＩＰ制度）を盛り込んだ「再生可能エネルギー電気の
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利用の促進に関する特別措置法」として改正法が施行され、

改正法に基づき発電事業計画の認定を行った。 

○ 導入件数等 

（ＦＩＴ制度） 

導入件数：20,991 件,導入容量：471,287kW 

内訳：太陽光発電設備：20,838 件(379,159kW) 

風力発電設備：134 件(20,417kW) 

水力発電：５件(1,762kW) 

バイオマス発電設備：14 件(69,949kW) 

（ＦＩＰ制度） 

  導入件数：０件, 導入容量：０kW 

（2023 年３月末時点） 

〇賦課金の減免措置の認定を受けた事業所数 

  2012 年～2023 年度分年累計：132 件 

（イ）沖縄水素プロジェクト連絡会議 

 県内における水素の普及展開を、中長期的視点で、効率

的に、かつ効果的に着実に進展させていくため、各企業等

において、互いの取組内容や計画などを共有する連絡会議

を６回（令和４年 10 月～令和５年３月の期間で毎月１回）

開催した。 

 

９．３．省エネルギー対策の推進 

（ア）「エネルギーの使用の合理化等に関する法律（省エ

ネ法）」対象事業者・工場等への必要措置 

省エネ法に基づき、年度毎に報告義務のある特定事業

者・特定連鎖化事業者及び第一種・第二種エネルギー管理

指定工場等を対象とし、定期報告書・中長期計画書の徴収・

確認を行った。 

・2022 年度対象事業者数(2023 年３月末時点）特定事

業者数：87 者 

特定連鎖化事業者数：２者 

第一種エネルギー管理指定工場等：39 事業所 

第二種エネルギー管理指定工場等：59 事業所 

（イ）省エネルギー広報 

（A）エネルギー管理功績者及び優良工場等表彰 

 省エネルギーの取組に功績のあった個人・工場等に対し、

沖縄総合事務局長表彰を授与している。 

令和４年度の表彰実績エネルギー管理功績者の部： 

該当なし 

        エネルギー管理優良工場等：該当なし 

（B）省エネルギー促進に向けた広報事業 

 沖縄県内の民生部門の省エネルギー対策を推進するた

め、次世代の担い手である子供たちを対象とした「省エネ

パネル展」及び「省エネ実践教室」、高校生以上の学生を

対象としたアイデアコンペ「第４回省エネチャレンジカッ

プ」を実施した。 

「省エネパネル展」及び「省エネ実践教室」 

・2022 年度実施数：３小学校 

「第４回省エネチャレンジカップ」 

・応募総数 35 件 

・最優秀賞１件、優秀賞１件、協賛企業賞 12 件 

また、当該広報事業の中で、工場及び事業場へ省エネル

ギー関連施策及び省エネルギー取組事例等の情報を提供

するため「エネルギー使用合理化シンポジウム」を開催し

た。 

（ウ）温室効果ガス排出削減への取組 

 中小企業等の温室効果ガス排出削減量を認証し、温暖化

対策を推進する「Ｊ-クレジット制度」の普及啓発を図る

ため、プロジェクトの発掘やクレジットの活用先の開拓を

行った。また、制度の普及・利用促進を目的とした制度説

明会の開催、事例集(パンフレット)の作成を行った。 

 

９．４．電力事業に関する業務 

（ア）電気事業に係る届出 

「電気事業法」に基づく電気工作物の変更届出（14 件）、

特定自家用電気工作物設置者変更届出等（２件）の手続業

務を実施した。 

（イ）台風停電・防災対策 

台風時等における停電対応策について、電気事業者ヘヒ

アリングを実施し改善策の確認等を行うとともに、電力安

定供給の立場から「沖縄ブロック無電柱化推進協議会」に

参加した。大規模地震・津波災害時における災害対応策を

検討するため設置されている沖縄防災連絡会及びその下

部組織の各部会の代表者会合にて、電力部会の取組の報告

を行った。 

９．５．石油備蓄・販売事業 

（ア）石油製品の品質確保 

（A）品確法に基づく登録及び届出等業務 44 件 

（B）生産揮発油品質維持計画認定制度による認定及び更
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新業務 156 件 

（イ）石油備蓄施策推進 

（A）沖縄県及びうるま市等の石油貯蔵施設立地市町村や

その周辺 12 市町村に対し、石油貯蔵施設立地対策等交付

金を交付し、防災関連施設や福祉・教育施設等の整備を行

った。 

 ・交付金額：240,519 千円 

（B）石油の備蓄の確保等に関する法律に基づく届出の受

理 17 件 

 
９．６．ガス事業 

（ア）ガス事業に係る登録等 

ガス事業法に基づき、ガス小売事業の登録等業務を実施

した。管内の登録ガス小売事業者は 30 事業者となってい

る。 

・2022 年度実績 

（A）ガス小売事業者 

ガス小売事業登録申請 １件 

ガス小売事業変更登録申請 10 件 

ガス小売事業変更届出 ９件 

ガス小売事業氏名等変更届出 ５件 

指定旧供給地点変更許可申請書 １件 

指定旧供給地点小売供給開始届出 １件 

（B）一般ガス導管事業者 

該当案件なし 

（C）特定ガス導管事業者 

ガス工作物変更届出 １件 

供給地点変更届出 １件 

事業開始予定年月日等変更届出 １件 
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